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2014.12.13  東京  双方向参加型研修会	
 司法手続とソーシャルワーク	

触法障がい者や高齢者を対象とするソーシャル
ワークは，刑事司法手続のステージごとに対応
していく必要がある．	


特にそれぞれのステージにおける，司法と福祉
との連携は重要である．	


司法と福祉が連携することで，支援体制を構築
していく．「再犯を防ぐ」点では全員同じ．	


あくまでも連携であって司法の下請ではない．	


「入所施設に入れるようだったら不起訴にする 
 （なる）」「刑を軽くするための支援」がいいのか？	


	


	


　	


フォレンジック・ソーシャルワーク	


フォレンジック（forensic)には「法廷の」「法医
学の」といった意味がある．	


Forensic Socialwork は刑事司法におけるソー
シャルワークである． 
英米等ではソーシャルワークのひとつのジャン
ルであり，専門教育がなされている国も多い．フ
ォレンジック・ソーシャルワーカーは，刑事裁判
だけではなく，薬物依存の自助団体，更生保護
などの場面でも活動している．	


支援チームによる対応 	


できる限り支援チームで対応する方が望ましい 
メンバーの例	


障がい者相談支援事業所の相談支援専門員や社
会福祉士→計画相談，一般相談，地域相談 
障がい者の権利擁護に熱心な弁護士 	


行政の障がい福祉担当部署，保健所，時に生活保
護担当部署など	


利用する福祉事業所があればその職員	


知的障がい者の場合は知的障害者更生相談所な
どの判定・相談機関，発達障がい者の場合発達障
害者支援センター等	


必要に応じて医師　特に精神科医　　　　　その他	
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・処分の後再犯しないようするための対応。累犯障が
い者になってしまわないようにするための支援が重要．	


・支援チームは，弁護士や権利擁護センター等の権利
擁護機関，行政等をメンバーとした状態を可能な限り
維持し，さらには保護観察官や保護司といった更生保
護関係者も含めて，本人の自立支援を担っていく事に
なる．	


・チームで支援することで負担が分散する．支援する
者のケアにもつながる．	


・ソーシャルワークであるのでダイバージョンを目的と
しない（結果としての刑罰の軽減）→判決前調査と治
療的刑事司法	


行政（生保等）	


相談支援 
（計画・一般）	
 保護観察官	


弁護士	

サービス提供者	


成年後見人	


保護司	


本人	


医療機関	


輪型支援の例	


定着支援センター	


逮捕等警察により検挙された時の取調等への危機的介入 	


送検	


送検された際，検察への取調等への介入  	


裁判	


裁判になった場合，	

弁護側情状証拠として	


更生支援計画書を提出する	

必要であれば作成者の	


情状証人尋問	


釈放	


釈放 
在宅	


略式命令や送検のみで	

不起訴の場合	


執行猶予付き判決や	

罰金刑等で釈放された場合	


更生支援計画に基づく	

居住型サービス	


利用を含めた自立支援	

よい生活環境がある事で	


累犯を防ぐ	


釈放	


実刑	


実刑判決の場合 	

一審二審の場合は控訴，上告するか否かの判断	


	

支援チームがあればそれを維持する	


釈放を目指した更生支援計画の見直しか新規作成	

釈放時の帰住場所確定→入所施設等の居住型サービス含む	


実刑	


釈放	


　　　　　　　　　　　　　　　　→よい生活環境がある事で累犯を防ぐ	

居住型サービス利用
も含めた自立支援	
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逮捕等警察等により検挙，補導された時の取調等への危機的介入 	


送検・通告	


送検された際，検察・児相への取調等への介入  	


家裁送致	


少年審判になった場合，	

意見書（更生支援計画書） 

を提出する	

必要であれば付添人 

に選任されて出廷	


釈放・在宅	


釈放 
在宅	


審判不開始・不処分の場合	

保護観察処分（１号）等の社会 

内処遇の場合，更生支援計画に 
基づく居住型サービス利用を 

含めた自立支援 
児童自立支援施設等措置も同様	


よい生活環境がある事で	

再非行を防ぐ	


処分 
決定	


少年院送致 
児童自立支援施設等 

送致	


施設内処遇の場合 	

 

支援チームがあればそれを維持する	

退院・退所を目指した更生支援計画の見直しか新規作成	


退院退所時の帰住場所→自宅か居住型サービスか 

退院・退所	


　　　　　　　　　　　　　　　　→良い生活環境がある事で累犯を防ぐ	

居住型サービス利用
も含めた自立支援	


少年院送致 
児童自立支援施設等 

送致	


あたりまえの生活ができているのならば，社会モ
デルでの要援助者ではない．しかし，刑務所生
活はあたりまえの生活ではない．触法行為をす
ることそのものが生活支障であるととらえる．	

　 
自らの障がい（生きづらさ）を認知をしてもらう事
が大切である。生きづらさの認知を働きかける福
祉の支援の役割は重要である． 
 
当たり前の生活の心地よさの認知．犯罪をしない
生活が当たり前の生活という認知をすることが自
立更生につながる．　	


裁判支援と地域の支援の連携	

行政，地域の障がい者相談支援，地域包括支
援センターや更生支援計画の中で予定される
地域の支援と連携した上で，更生支援計画
作成，証人出廷等の裁判時支援にあたる支援
者と実際の支援を担う支援者を分けておく． 
そして，原則として裁判中から実際支援を担う
支援者に関わってもらい，処分が確定後は，
実際に支援を担う支援者が連携して支援を継
続するといった方法が，現状としてはもっとも
現実的である． 
裁判時支援を担う支援者＝フォレンジック・ソ
ーシャルワーカー	
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地域移行支援対象施設拡大の内容等	

・従来は障害者支援施設又は精神科病院	
  
平成２６年度から対象施設が拡大され，矯正施
設（刑事施設：刑務所、少年刑務所及び拘置所）
及び少年院，更生保護施設等，生活保護施設も
対象施設となった． 	
  
・ただし，矯正施設を退所する者については，	


対象とする障害者は、矯正施設の長が施設外で
処遇を行うことを認め、地域相談支援の事業を
行なう事業所によって障害福祉サービスの体験
利用や体験宿泊などを実施することが可能な者
が中心になっており若干限定的．	


矯正施設 
（未決勾留者）	


更生保護施設 
自立準備ホーム	


生活保護施設	


地域移行には従来の障害者支援施設や精神科病院を
通過する方法に加えて次のような方法がある．	


地
域
移
行
支
援	


地
域
移
行
支
援	


地
域
移
行
支
援	


地域（１人暮らし，グループホーム等）	


更生保護としての地域ケア	


・犯罪をしてしまうリスク 
入所施設→GH→家族と居住→一人暮らし 
　低い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高い 
 
・集団生活が難しい人 

刑務所で単独室処遇．他者とのトラブルか
ら犯罪へ．集団生活が難しい人は居住型サ
ービスでよいのか． 

	


地域生活支援のポイント	

・矯正施設を退所した人も含め，触法行為のあ
る人の支援については，支援チームの形成，
連携した上での個別の対応が重要である． 

・支援の押し売り，過干渉をしない→息が詰まる
生活は長続きしない． 

・「地域での普通の生活が心地よい」＝「犯罪を
しない生活のほうが心地よい」と認知すること
が重要である．犯罪をする生活がでも心地いい
という認知のゆがみを矯正する． 

・権利擁護ツールとしての成年後見制度の利用
も有効である． 
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再犯の場合	

・現状の支援体制でよいのかどうかを判断する． 
・機関やメンバーの交代が必要な場合がある． 
・多くの人々が支援することで生まれるクライエ
　ントの誤解→「俺のためにこれだけたくさん
の人が集まる．」 

・然るべき刑事処分を受ける事と処分終了後
の支援の組み立てる． 

・再犯のスパンを延ばす支援，一定期間を目
標にする．EX）まず５年間，さらに５年間＝１０年	


医療観察法対応について	


医療観察において，福祉関係者としては審判で意
見書や更生支援計画書を証書として提出し，社会
復帰調整官の調整について，意見を申し立て，本
人の社会復帰計画に係わっていく必要性がある． 
更生支援計画書≒生活環境調査報告書	


特に通院処遇ではケア会議参加，入院処遇では
本人との係わりを断たないようにして退院後の支
援につなげていく． 
 
医療観察ケースに調査支援委員会モデルで対応
できるだろうか？	


心神喪失者等医療観察法の対象となるのは，	

	

不起訴処分において，対象行為（放火，強制わいせつ，　　
強姦，殺人，傷害，強盗のいずれかに当たる行為）を
行ったこと及び心神喪失者又は心神耗弱者であることが
認められた者	

対象行為について，心神喪失を理由に不起訴或は無罪
の確定裁判を受けた者，又は心神耗弱を理由に刑を減
軽する旨の確定裁判（懲役又は禁錮の実刑判決であっ
て，執行すべき刑期があるものを除く）を受けた者	

これら対象者については，原則として，検察官の申立て
により，地方裁判所において裁判官と精神保健審判員
（精神科医）の合議体による審判が行われ，医療の要
否・内容が決定される．	


最近の事件から	

佐世保市高１少女同級生殺人事件	
 

	
 

神戸市小１女児バラバラ殺人事件	
 

	
 

守秘性，事件の特殊性，重大性などを考えると，
これらの事件に福祉的支援が必要とすれば，調
査支援委員会などといった組織としての関わり
で対応できるのだろうか？ 
 
フォレンジック・ソーシャルワークの展開が必
要ではないか？	
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フォレンジック・ソーシャルワークは，限られた組織だけ
が行うものではない．地域の障がい者相談支援，地域
包括支援センター，独立型ソーシャルワーカー，依存症
当事者団体などに所属する様々なワーカーが輪型支援
の一環として行うべきである． 
 
そもそもフォレンジック・ソーシャルワークは，あらゆる障
がい者，高齢者，ホームレスなど生活支障があって自
立更生に支障があるものすべてを対象とするべきであ
って，なおかつ，どのような重い犯罪をした人も対象とす
るべきものである．その点からも，いわゆるケースワー
ク中心のソーシャルワークがなされるべきである． 

フォレンジック・ソーシャルワーク	
 おわりに	

n  触法障がい者問題は地域生活のリスクでもあり，罪を

犯してしまわないための環境調整を行なう必要がある． 
n  司法と福祉の連携と輪型支援体制の構築の重要性． 

→フォレンジック・ソーシャルワーク実践 
n  犯罪をしないで地域生活することの快適さを認知する

ことは自立更生にとって重要である． 
n  強制された生活では矯正はできない．自らの生活を

自ら選ぶことが大切である．→選択肢の提示はOK 
n  再犯しないスパンを延ばす支援もある．一定期間を目

標とする．→ただし，性犯罪や生命犯といったような
犯罪の場合はどうだろうか？ 

n  医療観察法対象者も地域での支援の対象者である． 
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